
 

 

 

 

 

 

 公共工事においては、現場代理人、主任技術者・監理技術者の配置が必要

となります。 

 現場代理人については、鶴ヶ島市建設工事請負契約約款に基づき、原則と

して現場に常駐していなければなりません。 

 主任技術者・監理技術者については、建設業法、同法施行令及び監理技術

者制度運用マニュアル等に基づいて配置が必要となります。また、請負金額

4,500 万円（建築一式工事は 9,000 万円）以上の工事は、原則として工事現場

ごとに専任で配置しなければなりません。 

 これらの取扱いについて、次のとおり定めましたので、受注に当たって御

留意くださいますようお願いします。 
 
 
【内容】 
現場代理人の常駐規定の緩和及び技術者の専任に関する取扱いについて、

次の要領とおり取り扱います。 
 
・鶴ヶ島市建設工事における現場代理人の常駐規定の緩和に関する取扱要 
 領 
・鶴ヶ島市建設工事における技術者の専任に関する取扱要領 
・鶴ヶ島市建設工事における技術者の専任に関する取扱いＱ＆Ａ 

 
 ・建設工事の技術者及び現場代理人の兼務手続フロー（別紙参照） 
 
 
 
【適用年月日】 

  令和７年３月１８日以後に公告、指名通知又は見積依頼する契約から適
用します。 

 

 

 

 

令和７年３月１８日  
財政課契約担当   

公共工事の現場代理人及び技術者の適正な配置について 



建設工事の技術者及び現場代理人の兼務手続フロー 

 
鶴ヶ島市 受 注 者 

窓口：工事発注課 

 特記仕様書等に兼務対象工事である旨を明示する。 

 

 

 

 

窓口：財政課契約担当 

 

 

 

落札候補者の決定（財政課） 

 

    （財政課） 
     ・資格・３か月雇用、経営事項審査の確認 

     ・コリンズにて従事中工事の確認 

（兼務関係書類：発注担当課へ照会） 

 

      落札者決定（財政課） 

 

 

 

 

 

※技術者の専任を要する工事（4,500 万円以上（建
築一式工事は 9,000 万円以上））について随意契
約しようとする場合は、工事発注課において、上
記と同様に事務処理を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

窓口：工事発注課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般競争入札執行 
（1,000 万円以上の工事） 

事後審査書類の提出 
（仮落札日の２日後まで） 

・配置予定技術者の資格、雇用関係の書類 

 ・経営事項審査の結果書類 

 ・技術者の専任を要する工事（4,500 万円以上（建

築一式工事は 9,000 万円以上））で技術者の兼務

を希望する場合は、「専任を要する主任技術者の

兼務届出書」（別記様式）を提出 

  ※監理技術者の兼務は同一場所の追加工事以外

は不可。 

  ※既に配置されている発注者にも提出すること。 

 
契約締結（市窓口：財政課） 

（落札後７日以内（財務規則第 122 条）） 

契約保証金の納付 

課税事業者届出書の提出 
建退共書類の提出（加入者の場合） 

監督員の通知 
 

現場代理人の通知 

 

兼務しようとする場合は、次の書類

も併せて提出 

 ア 現場代理人の常駐規定緩和に係る照

会兼回答書（様式第１号。市外の工事

と兼務の場合のみ提出） 

 イ 現場代理人の兼務承認申請書（様式

第２号） 

現場代理人の兼務（承認・不承

認）通知書（様式第３号）の発

行 

工事書類の提出・施工開始 工事書類の確認・承認、監督開始 

特記仕様書等に兼務対象工事の明示がない場合は、

「現場代理人の常駐規定緩和に係る照会兼回答書」

（様式第１号）を市へ提出することができる。 

兼務可能である旨の回答 
（工事発注課） 


